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ーはじめに
二消極主義のアプローチ
《消極主義I))
付 「行政処分に当たらず不適法Jアプローチ
《消極主義II))
αタイプ
付 「法律上の保護/過失あり」アプローチ
βタイプ
(寸 「法的保護の対象/情報の内容・性質(秘匿性弱)と
公益の必要性との衡量」アプローチ。r法的保護の対象/秘匿性弱/行政目的の正当性・必要性/
手段の合理性」アプローチ (以上， 33巻 3・4合併号)
《消極主義 II)
付 「憲法 13条(私生活上の自由)/公共の福祉」アプローチ
り 「憲法13条(私生活上の自由・プライパシー)/公共の福祉j
アプローチ
(斗 「憲法13条(その趣旨)/公共の福祉」アプローチ
伺 「憲法13条(個人の自由ないし権利・情報)/公共の福祉j
アプローチ
(劫 「憲法13条(私生活上の平穏)/公共の福祉jアプローチ
制 「憲法13条(個人の自由)/制約可」アプローチ (以上， 34巻1号)
帥 「憲法13条(私生活上の自由・情報・プライパシー)/
公共の福祉他」アプローチ
仰 「憲法 13条(私生活上の自由・情報)/公共の福祉他Jアプローチ
。~ I憲法13条(自己情報コントロール権)/公共の福祉他」アプローチ
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什1I憲法 13条(私生活の平穏・情報)/公共の福祉jアプロー チ
(以上， 34巻2号)
什ー ) I憲法 13条(人格的自律・自己情報コントロール権)/
公共の福祉他」アプローチ
(十二) I憲法 13条(私生活の平穏・人格的自律・一般人の感受性)/
具体的危険なしj アプロー チ
什三) I憲法 13条(私生活上の自由・情報をみだりに開示，
公表されない自由)/具体的危険なしJアプロー チ (以上，本号)
消極主義のアプローチ
《消極主義 II) 
〔承前〕
(十一) r憲法 13条(人格的自律・自己d情報コントロール権)/
公共の福祉他jアプローチ
A 概要
これは，憲法 13条は，人格的自律を保障し，そこにおいて自己情報コン
トローノレ権としてのプライパシー権が保障されるとするが，問題となってい
る〔情報〕は，公共の福祉等による制約を受けるとして原告の主張を斥けるア
プローチである。後述のように， (識別【流通】〉関係の判例においては， I人
格的自律J，I自己情報コントロール権J1)へのコミットの程度には違いが見
られる。また，私生活上の自由概念もしくはそれに準じる概念が用いられる
ことが多い。このアプローチは，プライパシー権にかなりコミットはする
が，プライパシー権へのマイナスのコミットは，より強い。
B 裁判例
(1) H-6.10. 28 (指紋【収集】/国賠〉大阪高判平成6年 10月28日(判時 1513
号 71頁，①→H-4.3. 26 (指紋【収集1/国賠〉京都地判，③→ H-10.9. 7 (指紋【収集】/国賠〉
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最2判)は，原告の主張一一指紋押捺制度は憲法及びB規約に違反し，逮捕
も違法であるーーについて，司法警察員による逮捕状の請求には正当な理由
がなしまた，裁判官の逮捕状発付には過失があり，国賠上違法であると
い原判決を一部変更する。その際， r本件指紋押なつ制度が憲法及びB規
約に適合するか否かは控訴人の慰謝料額に影響を及ぼす」ので， r慰謝料額
の算定に必要な限度でこれに対する当裁判所の判断を示す」とし，指紋押捺
制度が憲法 13条に違反するとの主張については， rみだりに指紋押なつを強
制されない自由は，プライパシーないし自己に関する情報をコントローノレす
る権利の Iつであって，国民の幸福追求権を定めた憲法 13条によって保障
されJ，rわが国に在留する外国人に及ぶ」とするが，公共の福祉のために制
限されることがあるという。そして， rプライパシーの権利あるいは個人の
尊厳のような個人の人格的自律にかかわる権利の制限は，一般的には表現の
自由に対する制限等と同様に厳重な基準によるべきであるJrが，右権利の中
にもその守るべき重要性にはその種類によって差異があるJ，r指紋の押なつ
を強制された場合には犯罪者扱いされたという屈辱感，不快感ないし被差別
感を抱きがちではあるが，他方J，r指紋それ自体は指の先端の紋様に過ぎず
没価値的なものであること，わが国においては伝統的に文書作成の際に署名
だけではなく印鑑または指紋の押なつをする習慣があること等に鑑みるとん
「本件指紋押なつ制度は，みだりに指紋押なつを強制されない自由に対し正
当な行政目的のために必要且つ合理的な制限を加えたものJrであるから，
憲法 13条に違反するということはできないj とする。憲法 14条， 31条， B 
規約7条， 6条違反の主張も斥け，適用違憲の主張も斥ける。
(2) H-17.4.28 (識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判平成7年4月
28 日(訟月 52 巻 11 号 3409 頁，②→ H-18.4.19((市)支出差止.~賠〉名古屋高判)は，
原告の主張←一住基ネット及び住基カードは，国民のプライパシー及び個人
の尊厳を侵害する点で憲法 13条に違反するーーについて2)，プライパシー
の権利を， r一般には，自己に関わる情報を開示する範囲を自ら決定するこ
とのできる権利」とするが， r自己に関する情報であれば，そのすべてが同
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人のコントローノレ下に置かれなければならないことを意味するものではな
くJ，I一口に自己に関する情報といっても，思想・信条など個人の人格的自
律に直接関わり，プライパシーのいわば中核に位置するような情報と，かか
る人格的自律には直接には関わらない客観的・外形的事項に関する情報に大
別されるj という。そして， I共同社会においては，他人と全く無関係に存
在することは不可能であるから，後者については絶対的な保護の対象となる
ものではなjし「当該情報の内容・性質，当該情報の利用目的，当該情報
の収集の態様などを総合考慮して，その侵害の当否を決すべきであり，当該
個人の明示的な同意を得ない場合や当該個人の意思に反する場合であって
も，当該情報の保有・提供がプライパシーの権利の侵害とならないこともあ
り得るJとし，検討の結果， I本人確認情報は，絶対的な秘匿の対象となる
ものではなし国や地方公共団体による利用目的も正当なものであって，そ
の取得の態様も社会通念上相当であjり， I住基ネットを通じた本人確認J情
報の管理，利用自体がプライパシーの侵害として憲法 13条に違反するとは
いえないJとする。原告のその他の主張3)も斥け，訴えを棄却する。
(3) H-18.2.9(識別【流通】/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)
国賠〉大阪地判平成 18年2月9日4)は，原告の主張 改正住基法は自己情
報コントローノレ権を侵害し，憲法 13条に反する一ーについて， Iプライパ
シー権は，個人の私生活上の自由を保護するものであり，人格権の一種とし
て，憲法 13条によって保障されている。そして，個人に関する情報が行政
機関や民間企業において収集，管理，利用され，また，インターネットを通
じで情報が瞬時に流通する現代の情報化社会において，個人の私生活上の自
由や人格的自律を保障するためには，個人に関する情報について，行政機関
等から不当に収集されたり，利用されたり，他に提供されたりしないように
保護することにとどまらず，行政機関等が不当に個人情報を保有，利用して
いるような場合には，その情報が他の行政機関等へ提供されることを差止め
たり，その情報の抹消を求めたりする権利も保障される必要がある」とい
う。しかし， Iプライパシー権が，人格権の一種として憲法 13条の個人の尊
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重の理念に基礎を置くものである以上，保護の対象として中心となるのは，
人格の生存や発展に不可欠な情報であり，それに直接かかわらない，外的事
項に関する個人情報については，行政機関等が正当な目的で，正当な方法に
より収集，利用，他へ提供しでも，プライパシー権の侵害とはならない」と
し， r本件で問題となっている本人確認情報は，いずれも思想，信条などの
人格の生存や発展に不可欠な情報ではなく，外的事項に関する個人情報であ
るから，行政機関による収集，利用，他への提供が，正当な目的に基づい
て，正当な方法によってされる場合には，自己情報管理権の侵害とはならな
い」という。さらに，国会議員の立法行為の違法を理由とする国賠請求につ
いては，最1判昭和60年 11月21日(在宅投票制度訴訟，民集39巻7号 1512頁)
を援用し， r国会議員の立法行為が国賠法上違法となるのは，立法の内容が
憲法の一義的文言に違反するような場合であるところん「住基ネットの目的
及びセキュリテイに関する改正法の各規定に照らし，改正法が原告らの自己
情報管理権を侵害することが明白といえないことは明らかj として斥ける。
公権力の管理の客体に置かれない権利に基づく差止請求等についても， r個
人が，その人格の生存や発展を阻害されるような態様で公権力の管理に置か
れない利益は，その権利の名称はともかく，法的に保護されるべきものであ
る」が， r住民票コードを指定し，住民票にそれを記載する旨を規定したこ
とが，このような利益を直ちに侵害するとはいえないこと，住民票コードを
付す行為が，改正法立法時において，行政機関等の保有する情報の統合につ
ながる具体的危険がなかった」として訴えを棄却する。
(4) H-18.4.7(識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差
止/国賠， (国)国賠〉東京地判平成 18年4月7日5)(判タ 1244号 78頁)は，プラ
イパシー権(自己情報コントローグ権)に基づく差止請求について， r憲法 13条
は，個人の私的な生活領域が干渉されない利益としてのプライパシー権を保
障しているJ，r憲法 13条は，個人の私生活上の自由の Iっとして，個人の
同意なしみだりに個人情報を利用提供されない自由を保障しているという
べきであり，国家機関が正当な理由もなく，個人の同意なしみだりに個人
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情報を利用提供することは，同条に反して許されないj とし， ["住基ネット
において利用提供がされる本人確認情報は，氏名，生年月日，性別，住所及
び住民票コード等から構成されるものであり，個人情報ということができる
から，上記自由における保護の対象になるj という。しかし， ["上記自由
も，国家権力の行使に対して無制限に保護されるものではなく，公共の福祉
のため必要がある場合には相当の制限を受ける」とし， ["本人確認情報は，
個人の人格的自律に直接かかわるものとまではいえないし，社会通念上，個
人の思想，信条等に関する情報と比べて，秘匿の必要性が必ずしも高いとい
うことはでき」ず， ["住基ネットにおける本人確認情報の利用提供は，その
目的の必要性，合理性を認めることができ，かつ，その態様においても，一
般的に許容される隈度を超えない相当なものであるJ["から，住基ネットに
よる本人確認情報の利用提供は，公共の福祉による相当な制限であり，原告
のプライパシー権(自己情報コントローノレ権)を侵害するものではない」と
して斥ける。氏名権に基づく差止請求，公権力によって包括的に管理されな
い自由権に基づく差止請求も斥け， ["そもそも改正法は，原告の権利利益を
違法に侵害するものではないjので，東京都及びセンターに対する国賠請求
は理由がないとし，固に対する請求についても棄却する。
(5) H-18.7.26 (識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差止・国賠， (セン
ター )差止・国賠， (国)国賠〉東京地判平成 18年7月26日6)(判タ 1258号 114
頁)は， ["憲法 13条は，すべての国民を個人として尊重し，個人が幸福を追
求することを憲法上の権利として定めている。そして，他人に知られたくな
い個人の私生活上の情報がみだりに開示されれば，個人の私生活における平
穏が害され，個人の人格的自律が脅かされることとな」り， ["このような他
人に知られたくないと感じる個人の私生活上の情報(プライパシー)を開示
されないという期待は，憲法 13条によって保障される人格権のー内容とし
て，法的保護を受けることができる利益に当たるJという。そして，プライ
パシー権侵害に基づく差止請求について， ["他人に知られたくないと感じる
個人の私生活上の情報(プライパシー)を開示されないという期待は，憲法
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13条によって保障される人格権のー内容として，法的保護を受けるj，I私
生活の平穏及び個人の人格的自律を維持するというプライパシ一保護の趣旨
に照らせば，本人確認情報，すなわち，氏名，出生の年月日，男女の別及び
住所 (4情報)，住民票コード及び変更情報についても，その開示が予定さ
れていない者に対して，あるいは予定されていない利用目的のために，本人
の同意なくしてみだりに情報が開示されることになれば，個人が不安を感
じ，その私生活の平穏及び人格的自律が害される可能性があるから，本人確
認情報が，予定された者や利用範囲以外には通知提供されることはないとい
う限度において，個人の期待は保護されるべき」という。しかし， Iプライ
パシーに関する利益も，無制限に法的な保護を受けるものではなく，公共の
福祉のために必要がある場合には相当な範囲内で制限を受けん「住基ネット
の運用が，原告らのプライパシーを侵害する危険性を有していたとしても，
公共の福祉に基づく制限として許容されるか否かは，住基ネットの制度目的
の合理性及び制度の必要性L 住基ネットの運用による原告らのプライパ
シー侵害の危険性の内容及び程度を検討して総合的に判断するのが相当」と
する。検討の結果， I住基ネットは，住民の利便の増進ないし行政の合理
化，電子政府構想の実現という制度目的を有しており，これらは，原告らと
の聞においても合理性を有するものであるし，この目的を達成するための住
基ネットの必要性も肯定することができj，I住基ネットによる本人確認情報
の通知利用の様態は不相当なものであるということはできず，情報漏洩や名
寄せの危険性についてもj，I防止措置が採られており，その侵害の危険性の
内容及び程度は一般的に許容される限度を超えない範囲のものというべきで
あ」り 7)，I原告らだけの分に限ってみても，住基ネットの運用を差止めるこ
とは相当でないJ8)として差止請求を斥ける。さらに，氏名権侵害に基づく
差止請求，行政によって包括的に管理されない自由の侵害に基づく差止請
求，県，センターへの国賠請求，固に対する国賠請求も棄却する。
(6) H-18. 12. 11 <識別【流通】/(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢
支判平成 18年 12月11日9)(判時1962号40頁，①→H-17.5.30(識別【流通】/(県)差
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止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)園賠〉金沢地判)は， プライパシー権侵害の主
張について， r国家機関等の公権力による個人の私生活上の情報の収集，公
開及び私生活に対する干渉からの自由は，憲法l3条が保障している幸福追
求権のー内容として，個人の私生活上の自由及び平穏に関する利益で，個人
の人格的自律ないし人格的生存に必要不可欠な利益jrを内容とする人格権
に基づくプライパシーに関する権利jrとして，すべての国民に保障されて
いるj，r国家機関等の公権力といえども，正当な理由がなく，社会生活上当
然に受忍すべき限度を超えてjr私生活上の平穏を害し，あるいは，その自
由・自律に干渉するような態様において，個人の私生活上の情報を収集し，
管理し，利用(他者への開示を含む。)することは，憲法l3条が保障するプ
ライパシー権を侵害するものとして許されないj，r国民は，国家機関等の公
権力が，正当な理由がなく，社会生活上当然に受忍すべき限度を超えて，上
記のような私生活上の自由及び平穏を違法に侵害する行為に及んだときに
は，憲法l3条に違反するものとして，その差止め等の救済を求めることが
できj，r住基ネット規定が，国家機関等の公権力が，正当な理由がなく，社
会生活上当然に受忍すべき限度を超えて，上記のような国民の私生活上の自
由及び平穏を違法に侵害を許す内容のものである場合には，そのうち同侵害
を許す部分については，憲法l3条に違反して無効となるJという。さら
に， r住基ネット上の本人確認情報に関してjr違憲状態が生じた場合におい
てj，r住基ネット規定によるものであるときには，同規定は憲法l3条によ
り無効となり，本人確認J情報に係る住民は，人格権としてのプライパシー権
に基づく妨害排除請求権又は妨害予防請求権によりその差止め等の救済(憲
法13条が国民に対して保障している人格権としてのプライパシー権に基づ
き，公権力による個人情報の提供を禁止し，公権力が保有する個人情報の削
除を求めること)を求めることができj，r被控訴人ら主張のプライパシー権
(自己情報コントローノレ権)は，上記の趣旨と範囲において， これを肯定す
ることができる」ともいう。他方， r本人確認情報は，そのものとして，個
人の人格的自律ないし人格的生存に必要不可欠な，個人の私生活上の自由及
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び平穏に関する利益(憲法の個別規定で保障されている基本権と同等の憲法
的価値を有する人格的利益)に直接に関わるものではない」ゆえ， Iその本
人確認情報に係る住民の同意がなくとも，憲法 13条に違反するものではな
しこれにより，当該本人確認情報に係る個人の私生活上の自由及び平穏が
一定の範囲で制限されることがあったとしても，憲法 13条にいう『公共の
福祉』による制限として，許されるj という。種々検討し， I控訴人らが住
基法に従って住基ネットにおいて本人確認情報を取り扱うことについては，
正当な理由があり，その方法も相当であるのでJ，本人確認情報の「保存及
び提供JIに関して住民の同意がなければ，住民の本人確認情報に関するプ
ライパシー権を侵害するものとはいえJ10)ず， I住基ネット規定がその内容
自体において憲法 13条に違反するものということはできない」と結論す
る11)。その他，氏名権侵害，公権力による包括的管理からの自由侵害，改
正法附則 1条2項にいう「所要の措置」が講じられていない等の主張も斥
け，原判決の控訴人ら敗訴部分を取り消す。
C このアプローチを支える思想
(1) プライパシー権へのある程度のコミット
(a) (指紋【収集】〉
(対憲法 13条は，個人の人格的自律にかかわるプライパシー権・自己
情報コントローノレ権を保障し，みだりに指紋押なつを強制されない
自由はそこに含まれる
H-6.10.28 <指紋【収集】/国賠〉大阪高判は， I指紋とは手指の先端の紋様
で、あって，それ自体は私的な情報であるとはいえ全く没価値的なものである
が，他方指紋は，万人不同，終生不変という特性を有し，個人を識別するた
めの最も確実な'情報で、あって，指紋を媒介として個人を追跡することが可能
であるから，指紋を他人に把握されることによって，他人に知られたくない
私生活上の事実の秘匿が危険に晒される結果となる。そうすると，みだりに
指紋押なつを強制されない自由は，プライパシーないし自己に関する情報を
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コントローノレする権利の 1つであって，国民の幸福追求権を定めた憲法 13
条によって保障されているj という。また， Iプライパシーの権利あるいは
個人の尊厳のような個人の人格的自律にかかわる権利……」という表現を用
いる。
千イ〉 みだりに指紋の押捺を強制されない自由は外国人にも及ぶ
H-06.10.28 (指紋【収集】/国賠〉大阪高判は，前述《消極主義I1I))付C(1) 
(c)何)で、扱った判決と同旨。
(b) (識別【流通】〉
(対 憲法 13条は人格的自律の保障の下，自己情報コントローノレ権とし
てのプライパシー権を保障する
上記〈識別【流通】〉関係の判例において， I人格的自律J，I自己情報コント
ローノレ権」概念へのコミットには，ニュアンスの違いが見られる。両概念に
直接的に強〈コミットするのは， H-18. 2. 9 (識別【流通】/(府県)差止/国賠，
(センター)差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判12)，H-18. 12. 11 (識別【流通】/
(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢支判13)，H-18. 7.26 (識別【流通】/
(町・区)差止， (市・県・都)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉東京
地判14)である 15)。
(2) プライパシー権への強いマイナスのコミット(対抗価値へのコミット他)
(a) (指紋【収集】〉
(対憲法 13条の保障する私生活上の自由も，公共の福祉のために制限
を受ける
H-6.10.28 (指紋【収集】/国賠〉大阪高判は， I憲法 13条によって保障され
る権利も公共の福祉のために制限されることがあり得るのは同条自体によっ
て明らかであり，その制限が正当な行政目的のため必要且つ合理的な制限で
ある限り，憲法 13条に反するものではないJという。
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同在留外国人を公正に管理するという外登法の立法目的には合理性，
必要性があり，登録外国人の特定とその同一人性を確認する手段と
しての指紋押捺制度には十分な合理的な理由と実質的な必要性があ
る
H-6.10.28 <指紋【収集】/国賠〉大阪高判は，前述《消極主義II)(ニJC (2) 
(c)付)で、扱った判決と同旨。
(ウ) 指紋押捺制度は憲法 14条 (B規約26条， 2条1項)に違反しない
H-6.10.28 <指紋【収集】/国賠〉大阪高判は，前述《消極主義II)C二JC (2) 
(c)怖で、扱った判決と同旨。
同外国人登録法に定められた刑罰が，戸籍法や住民基本台帳法違反等
の制裁に比し重いとしても憲法31条に違反しない
H-6.10.28 <指紋【収集】/国賠〉大阪高判は，前述《消極主義II)付C(2) 
(c)闘で、扱った判決と同旨。
制指紋押捺の方法は合理的
H-6.10.28 <指紋【収集】/国賠〉大阪高判は，前述《消極主義II)にJC (2) 
(c)肋で、扱った判決と同旨。
加) 指紋押捺制度の必要性は消滅していないし，形骸化していない
H-6.10.28 <指紋【収集】/国賠〉大阪高判は，前述《消極主義II)(ニJC (2) 
(c)り)で扱った判決と同旨。
(b) <識別【流通】〉
(対 個人d情報で、あってもすべてが個人のコントローノレ下に置かれるので
はなく，公共の福祉のために必要がある場合には相当の制限を受け
る
H-18. 4. 7 <識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国
賠， (国)国賠〉東京地判， H-18. 7.26 <識別【流通]/(町・区)差止， (市・県・都)
差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉東京地判， H-18. 12. 11 <識別【流
通】/(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢支判は，上記表題のように述
べる 16)。
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付) 行政サービスの向上，行政事務の効率化，住民の便益の向上を図る
という住基ネットの目的は，正当であり，そのシステムは，行政目
的実現のために必要
H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18. 2. 9 <識別
【流通]/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判， H-
18.4.7 <識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠，
(国)国賠〉東京地判， H-18.7.26 <識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差止・
国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉東京地判， H-18.12.11 <識別【流通】/
(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢支判は，前述《消極主義II))βω
C (2) (a){坊で扱った判決と同旨。
(効本人確認情報は，個人の人格的自律ないし人格的生存に必要不可欠
とまではいえない外的事項に関する個人情報であり，行政機関等が
正当な目的で，正当な方法により収集，利用，他へ提供しでも，プ
ライパシー権の侵害とはならない
H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18. 2. 9 <識別
【流通】/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判， H-
18.4.7 <識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠，
(国)国賠〉東京地判， H-18.12.11 <識別【流通】/(県)差止， (センター )差止〉
名古屋高金沢支判は，上記表題のように述べる。もっとも， H-18. 7. 26 <識
別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)
国賠〉東京地判は， i4情報については，予定された開示対象及び利用範囲
を逸脱して開示されないという期待を保護する法的利益は認められるとして
も，完全に秘匿される必要J性が高いものであるとまでいうことはできない。
また，住民票コードも，氏名等に代わり用いられるというものでもなく，私
生活上重要なものということはできずJ，iその他の情報についても，必ずし
も私生活上重要で，完全に秘匿される必要性が高いものであるとまではいえ
ない」とし，人格的自律との関係に言及しない。
同国民に住民票コードを付し，番号で国民を扱うことは，氏名権を侵
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害しない
H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18.2.9 <識別
【流通】/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠)大阪地判， H-
18.4.7 <識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠，
(国)国賠〉東京地判， H-18. 7.26 <識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差
止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)園賠〉東京地判， H-18.12.11 <識別【流
通】/(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢支判は，前述《消極主義11))
β←1 C(2) (a)~効で、扱った判決と同旨。
同公権力による包括的管理からの自由は侵害されていない
H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18.2.9 <識別
【流通】/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判， H-
18.4.7<識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠，
(国)国賠〉東京地判， H-18. 7.26 <識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差
止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉東京地判，日-18.12.11<識別【流
通】/(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢支判は，前述《消極主義11))
β(-) C (2) (a)同で扱った判決と同旨。
(対住基ネットには個人情報保護措置が講じられ，安全で，プライパ
シー権侵害の危険は認められない
H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18. 2. 9 <識別
【流通】/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判， H-
18.4.7 <識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠，
(国)国賠〉東京地判， H-18.7.26 <識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差
止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉東京地判， H-18.12.11 <識別【流
通]/(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢支判は，前述《消極主義11))
β付C(2) (a)刷で扱った判決と同旨。
(3) 司法哲学
積極的な司法観とはいえない。
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D このアプローチをめぐって
(1) <指紋【収集1)
H-6.10.28 (指紋【収集】/国賠〉大阪高判については，国際法の観点、からの
コメント参照的。
(2) <識別【流通】〉
H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判について， r自己
情報コントロール権を認めながらも，その一方で、，本人確認情報がプライパ
シーの中核に位置する情報ではない点を重視したJ18)との指摘がある。
H-18. 12. 11 <識別【流通】/(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢支判は，
高裁レベノレで初めて住基ネットの合憲性を認めた。本判決がかなりプライパ
シーにコミットしている点について， r本判決は，住基ネット制度の運用い
かんによっては個人のプライパシーの権利が侵害され，憲法 13条違反にな
る可能性や，住基法が規定する第三者機関の役割についても議論があり得る
ことも指摘しており，住基ネットの危険性も十分に認識し，それについて警
鐘を鳴らしていると解することができょうJ19)との好意的コメントがある。
注
1) 自己情報コントローノレ権という概念を用いなくても，実質的に同視できる場合を
含める。
2) 本判決は， r住基ネット及び住基カードのいずれもが改正法に基づいて創設された
ものであるJ，r仮に住民票コードを用いることが違憲の原因となるのであれば，住
基カードに関する規定が遠憲として無効とされる余地はあるJとし， r原告らの主張
する憲法13条違反の点について検討を加える」という。
3) 住民票コードによる一元的な情報管理の可能性がある，法 36条の 2及び改正法附
則1条2項所定の措置を講ずることが改正法の施行条件である，住基ネットはほと
んど効用がないゆえ，住基カードの発行に公金を支出することは，最少経費・最大
効果を定めた地方自治法2条 14項及び地方財政法4条 l項に違反する等の主張。
4) 大阪府，京都府，奈良県，兵庫県，三重県，滋賀県の住民らによる Cタイプ(前出
-注21)参照)の住基ネット訴訟。ただし，国に対しては，改正法を立法したこ
と，ならびに改正法附則 l条2項の要求する「所要の措置」として必要な立法を講
じない立法の不作為に対する国賠法上の違法を主張する。いずれの主張も，住基法
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の一部改正，又はその施行が，憲法 13条で保障されている自己情報コントロール権
一一他人に知られたくない自己情報の収集・取得，保有・利用，開示・提供をコン
トローノレでき，誤った情報を保有されている場合や違法に収集・使用されている場
合には，自己の情報を訂正・抹消できる権利一ーや公権力の管理の客体に置かれな
い権利を侵害するとする。
5) 中野区の住民による Cタイプ(前出一注 21)参照)の住基ネット訴訟。住民ら
は，被告中野区に対し，同区は，東京都に対し，原告の氏名，住所，生年月日，性
別，住民票コード及びこれらの変更情報を通知しではならない，住民基本台帳から
原告の住民票コードを削除せよという差止請求のほか国賠請求をする。
6) さいたま市，調布市，東伊豆町，板橋区，川崎市，埼玉県，東京都，静岡県，神
奈川県の住民による Cタイプ(前出ー注 21)参照)の住基ネット訴訟。ただし，
町・区に対しては，国賠を求めていない。
7) 本判決は， I情報技術社会の発展過程においては，何らかのリスクが発生すること
自体はやむを得ない」とし， Iそのリスクを踏まえたうえで，健全な発展を実現して
いくためには， リスクを最小限に抑えるための合理的な措置を講じることが極めて
重要であるJ，I住基ネットの運用に際しては，外部からの侵入や運用関係者による
情報漏洩の危険，名寄せの危険等といったプライパシー侵害の危険性が皆無とまで
はいうことができない以上，今後も，厳重な漏洩等防止措置を講ずることが期待さ
れるJという。
8) 本判決は， I原告らの本人確認情報の提供等を差止めた場合，住基ネットによる行
政事務と従来の事務の併存を認めることになり，その分，職員を配置する必要が生
じるなど，新たな負担が生じることになるのであるから，往基ネットの運用に支障
が生じるというべきであり，結局，全体として，住基ネットの目的である住民の利
便の増進及び行政の合理化という目的が達成されないことにつながるj という。
9) 石川県内の住民らによる Cタイプ(前出ー注 21)参照)の住基ネット訴訟。後述
のように原審は差止請求を認容したが，国賠請求は棄却した。県が控訴したので，
本2審では国賠請求は問題になっていない。
10) 本判決は，既に述べたH-18.7.26(識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差止・国
賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉東京地判と同じように「住基法は，住基ネッ
トのシステム上ですべての本人確認情報が網羅的に提供，利用されることを当然の
前提としており，住民の一部でもこれに参加しないことを許容すれば，住基ネット
のシステムの本来予定する機能を果たし得ないばかりか，従来のシステムや事務処
理を併在的に存置せざるを得ないことになるなど，被控訴人らが住基ネットから離
脱することにより重大な支障が生ずるというべき」という。注8)参照。
11) 本判決は， I住基ネット規定が，その内容自体において憲法 13条に違反するもの
ということはできないのみならず，住基ネットに使用されるシステムの安全に関す
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る規定や住基ネットの管理運営に関してプライパシーを保護する規定を欠くなどの
ために，使用されているシステムについて安全上無視し得ない欠陥があって，容易
に外部からの侵入を許すものであったり，住墓ネットの管理及び運営が著しく杜撰
になされ，住基ネットの管理運営に従事する者が不正に本人確認情報にアクセスす
るなどして，本人確認情報が簡単に漏えいし，あるいは流出する具体的な危険があ
るという場合にも当たらないため，控訴人らが住基ネットにおいて本人確認情報を
取り扱うことが憲法 13条に違反するものということもできない」ともいう。
12) 本判決は， I人格的自律j概念に明確に言及し， I人格の生存や発展j という概念
も用いる。また， I自己情報管理権j という概念を用いつつ，自己情報コントローノレ
権に強〈コミットする。
13) 本判決は， I人格的自律」概念について， 44年判決を援用しながら， I国民が個人
として尊重されるためには個人の人格的自律を可能とする人格的生存に不可欠な利
益を国家機関等の公権力の行使から保護する必要があることから，憲法 13条は，そ
の保護のために，国民に対し，幸福追求権として，包括的に個人の人格的自律を可
能とする人格的生存に不可欠な利益を憲法上の権利として保障している」と正面か
ら言及する。自己情報コントローノレ権概念についても，明確に言及する。
14) 本判決は， I人格的自律J概念に正面から言及する。「自己情報コントロール権」
概念については，最2判平成 15年9月12日(早稲田大学江沢民事件，民集57巻 8
号973頁)を援用し「本人確認情報が予定された開示対象及び利用範囲を逸脱して
みだりに開示されないという利益は，法的な保護に値するJ，I原告らの主張する自
己情報コントロール権も，基本的には，同様の趣旨をいうものと理解され，その限
度において理由があるj という。
15) H-17.4.28 (識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判は， I人格的自律」の概
念は用いるが，間接的な表現にとどまる。また， I自己情報コントローノレ権」概念は
用いないが，実質的には，明確にコミットする。 H-18.4.7(識別【流通】/(区)差止/
国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉東京地判は， I人格的自律」
概念については，間接的に言及する程度であるが，自己情報コントローノレ権につい
ては，同概念を用いないものの，かなりコミットする。
16) H-17.4.28 (識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18. 2. 9 (識別【流通】/
(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判は，公共の福祉概念を
用いない。
17) 植木俊哉・ジュリ 1089号 343頁 (1996)，山下泰子・別冊ジュリ 156号 110頁
(2001)，西埜章・判評439(判時 1534)号 197頁(1995)。
18) 小山剛・受験新報655号 12頁 (2005)。
19) 佐伯彰洋・ジュリ臨増 1354号44頁 (2008)。
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(十二) r憲法 13条(私生活の平穏・人格的自律・一般人の
感受性)/具体的危険なし」アフ。ローチ
A 概要
これは，憲法 13条は，個人の私生活における平穏，人格的自律を保護
し，そこにおいて，他人に知られたくない個人の私生活上の情報(プライパ
シー)はみだりに開示，利用されないという期待が保障されるとするが，問
題となっている〔情報〕について，重大な損害が生ずる具体的危険があると
は認められないとして訴えを斥けるアプローチである。他人に知られたく
ない情報かどうかの判断において，一般人の感受性を基準として判断すべき
とする東京地判昭和 39年9月28日(宴のあと判決，判時38S号12頁)の影響を
受けている点に特徴がある。このアプローチは，プライパシー権にある程度
コミットはするが1)，プライパシー権へのマイナスのコミットは，より強
し、。
B 裁判例
(1) H-19.10.17 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター)差止・国賠，
(国)国賠〉東京高判平成 19年 10月17日(訟月 S4巻 1号2869頁，①→H-18.3
20 (識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉千葉地判)は， 憲法
13条は，個人の私生活における平穏が害され，個人の人格的自律が脅かさ
れないように，他人に知られたくないと感じる個人の私生活上の情報を自己
の欲しない他者にみだりに開示，利用されないという期待を法的保護を受け
る利益として保障するとし，さらに， r自分以外の第三者が自分の知られた
くない私生活上の情報(プライパシー)を取得し，保有しているが，その情
報を保有し，一定の範囲でそれを利用すること自体をとらえて違法とはいえ
ないような場合であっても，その情報の保有管理の仕方ないし仕組みからし
て，自分のプライパシーに係る情報が他者にみだりに開示される，あるいは
l1S 
当該情報が法で許容されないような形態でみだりに利用されるなどして，当
該個人の私生活の平穏，人格的自律が脅かされ，重大な損害が生ずる現実
的，具体的危険があると認められる場合には，その情報を保有する者に対し
て，人格権に基づき，そのような危険が生じないよう予防を請求することが
できるとする余地が生じる」という。そして， r他人に知られたくない情報
かどうかは，一般人の感受性を基準として判断すべきであるし，また，それ
は一般に周知のものでないことを要する」とし， r控訴人ら本人確認情報
は，他人に知られたくないと感じる個人の私生活上の情報(プライパシー)
に該当する」とするが， r住基ネットの法制度面及び運用面のいずれから検
討しでも，現在，控訴人らの主張するようなプライパシー侵害のおそれなる
ものは，そういうことも起こりえないとはいえないという一般的，抽象的レ
ベルにとどまるものであって，控訴人ら各人の人格権に基づく侵害予防請求
を根拠付けるに足るほどの現実的，具体的な危険にまでなっているとは認め
られ」ず， r住基ネットの公共性，公益性との比較における受忍限度の問題
等を更に検討するまでもなく，控訴人らのプライパシー権侵害を理由とする
請求はいずれも理由がない」と結論する。ついで、，さらに，氏名権侵害，公
権力によって包括的に管理されない自由の侵害ないしその危険性の主張に基
づく差止請求を斥けるとともに，国賠請求も斥け2)，訴えを棄却する。
(2) H-19.10.22 <識別【流通】/(市)国賠〉東京地判平成 19年 10月22日3)
(判タ 1288号65頁)は，原告の主張一一西東京市長が住民票コードを原告ら
の住民票に記載した行為等は，原告らのプライパシー権を侵害し，憲法 13
条に違反し国賠法上違法である一ーについて，憲法 13条は，個人の尊厳の
原理を踏まえ，個人の幸福追求の権利の尊重等を規定し，個人の人格的自律
が脅かされないように，他人に知られたくないと感じる個人の私生活上の事
実又は情報を開示されないという期待を人格権のー内容たるプライパシーの
権利として保障するとし， r他人に知られたくないかどうかは，一般人の感
受性を基準に判断すべきであるから，個人の私生活上の事実又は情報がプラ
イパシーとして保護されるべきものか否かは，当該事実又は情報が周知のも
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のでなく，一般人を基準として，他人に知られることで私生活上の平穏を害
するようなものであることが必要である」という。そして， r本人確認情報
は，プライパシー権の保障の対象に含まれるj とするが，侵害行為の態様，
侵害の程度を検討し， r原告らの本人確認情報は，プライパシー権の対象と
して保護されるものの，その秘匿性は必ずしも高いものとは認められず，ま
た，原告らの本人確認情報が現に住基ネットの外部に漏えいされたりしてお
らず，漏えいの具体的危険性があるとも認められないから，原告らのプライ
パシー権が侵害される危険は抽象的なものであり，加えて，住基ネットの目
的は正当性，合理性が認められその目的達成のための手段としても不合理な
ものとはいえJず， r憲法 13条に違反することが明白であるとはいえないか
ら，西東京市長が通常尽くすべき注意義務念尽くさず漫然と当該行為をした
ものとして国家賠償法上違法であると評価することはできJないと述べ4)，
訴えを棄却する。
C このアプローチを支える思想
(1) プライパシー権へのある程度のプラスのコミット
(a) (識別【流通】〉
(方憲法 13条は，個人の私生活における平穏，個人の人格的自律が脅
かされないように，他人に知られたくないと感じる個人の私生活上
の情報をみだりに開示され，利用されないという期待を人格権のー
内容として保障する
H-19.10.17 (識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国
賠〉東京高判は， r憲法 13条は，すべての国民を個人として尊重し，個人が
幸福を追求することを憲法上の権利として定めている。そして，他人に知ら
れたくない個人の私生活上の情報がみだりに開示されたり，利用されると，
個人の私生活における平穏が害され，個人の人格的自律が脅かされることに
なりかねないJ，rこのような他人に知られたくないと感じる個人の私生活上
の情報(プライパシー)を自己の欲しない他者にみだりに開示され，利用さ
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れないという期待は，憲法 13条によって保障される人格権のー内容とし
て，法的保護を受ける利益に当たるj，rこのようなプライパシーについて
は，いったん侵害され，知られたくない私生活上の情報が知られたり，利用
されてしまうと，原状回復が著しく困難ないし不可能になるという特質を有
する(特に，現在の高度情報通信社会の進展状況を考えると，この特質はよ
り顕著になっているといえる。)jという 5)0 H-19.10.22 <識別【流通】/(市)国
賠〉東京地判は， r憲法 13条は，個人の尊厳の原理を踏まえ，個人の幸福追
求の権利の尊重等を規定している。そして，他人に知られたくない個人の私
生活上の事実又は情報がみだりに開示されれば，個人の私生活における平穏
が害され，個人の人格的自律が脅かされることとなるから，このような他人
に知られたくないと感じる個人の私生活上の事実又は情報を開示されないと
いう期待は，憲法 13条によって保障される人格権のー内容たるプライパ
シーの権利又は利益として法的保護の対象となるJという。
(2) プライパシー権への強いマイナスのコミット(対抗価値へのコミット他)
(a) <識別【流通】〉
(対行政サービスの向上，行政事務の効率化，住民の便益の向上を図る
という住基ネットの目的は，正当であり，そのシステムは，行政目
的実現のために必要
H-19.10.17 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
東京高判， H-19.10.22 <識別【流通】/(市)国賠〉東京地判は，前述《消極主義
I))β口C(2) (a)伺で、扱った判決と同旨。
的秘匿の必要性の程度は高くない
H-19.10.22 <識別【流通】/(市)国賠〉東京地判は， r氏名，生年月日，性別
及び住所の 4情報は，個人の私生活上の情報であって，必ずしも一般的に周
知されている情報であるとはいえず，また，通常，上記の4情報は自己の欲
しない他人へみだりに開示されることを欲しない情報でありj，r母子家庭を
狙った犯罪のように，利用の仕方によっては，みだりに開示されることによ
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り個人の私生活上の平穏を害することもあり得るJ，r利用の仕方によっては
私生活上の平穏を害することはあり得る」というものの， r改正住基法施行
後も，住民票の写し等の交付の請求は何人でもすることができ，本人確認情
報は，外部への提供が一定の範囲で予定されている情報であるといえるこ
と， 4情報は，基本的には個人の識別情報ないし客観的外形的事項としての
性格を有し，思想，信条，宗教等個人の人格的自律に関する事項を直ちに推
知させるような情報とは性格を異にすることに照らすと，それ自体が必ずし
も秘匿性が高い情報であると認めることはできない」という6)。他方，
H-19.10.17 (識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
東京高判は，一貫して本人確認情報の重要性に言及する(注5)参照)。
(司氏名権・人格権侵害でない
H-19.10.17 (識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
東京高判， H-19.10.22 (識別【流通】/(市)国賠〉東京地判は，前述《消極主義
I))β(→C (2) (a)肪で、扱った判決と同旨。
(I)公権力による個人の包括的管理が行われる危険性はない
H-19.10.17 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
東京高判， H-19.10.22 <識別【流通】/(市)国賠〉東京地判は，前述《消極主義
I))β(→C (2) (a)同で、扱った判決と同旨。
(ポ住基ネットには個人情報保護措置が講じられ，安全で，プライパ
シー権侵害の危険は認められない
H-19.10.17 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
東京高判， H-19.10.22 (識別【流通】/(市)国賠〉東京地判は，前述《消極主義
I))β付C(2) (a)怖で扱った判決と同旨。
(3) 司法哲学
このアプローチは，たとえば， H-19. 10. 17 <識別【流通】/(県)差止・国賠，
(センター )差止・国賠， (国)国賠〉東京高判が，住基ネットの「一般的，抽象
的危険に関わる問題は，個別紛争の解決の場である司法でなく，立法や行政
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運営の場で論ずべき事柄であるj とし，また， r情報を一番基礎的な地方公
共団体である市町村単位でなく，都道府県単位で管理するといった，保管管
理の仕方ないし仕組みを法においていかに定めるかは，元々憲法上取得，保
有が許容されている情報の保管管理の仕方ないし仕組みという技術的な問題
にすぎないのであるから，立法府に広範な裁量が与えられているJとし，立
法府尊重の司法哲学を述べている。
D このアプローチをめぐって
(1) H-19.10.17 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)
国賠〉東京高判， H-19.10.22 <識別【流通】/国賠〉東京地判に関するコメント
は，見られない。
注
1) 次に見る H-19.10.17(識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国
賠〉東京高判は，プライパシーにかなりコミットする。
2) 本判決は， I現在，控訴人らの本人確認情報が外部に漏洩する，ないしは本人確認
情報が法の許容しない目的に使用される危険は，現実的，具体的なものとまでは認
められないのであり，そういうことも起こりえないではないという程度の一般的，
抽象的レベルにとどまるJ，Iこのように，ある公的制度の持つ一般的，抽象的レベ
ルの危険(そういうことも起こりえないではないという程度の危険)に対し控訴人
らが不安を抱いたとしても，それだけでは，国家賠償法1条の損害賠償の対象とな
るような法的保護に値する利益の侵害があったとすることはできないJという。「プ
ライパシ一保護のための『所要の措置』を講じないまま住基ネットの運用を強行し
たことで精神的に不安な状態lこ置かれることになったj ことを根拠とする損害賠償
請求については， I公的制度の持つ一般的，抽象的な危険について不安を抱いたにす
ぎ」ず， I国家賠償法I条の損害賠償の対象となるような法的保護に値する利益の侵
害があったとすることはできない」という。
3) 西東京市内に居住する住民による Bタイプ(前出ー注21)参照)の住基ネット訴
訟。国賠のみ請求。原告らは，西東京市長が，住民票コードを原告らの住民票に記
載した行為，原告らの本人確認情報を東京都知事に通知した行為は，原告らのプラ
イパシー権侵害の危険を確実かつ飛躍的に高めるものであり，また，住民票コード
を抹消又は送信停止しないことは，原告らのプライパシー権を侵害の危険にさら
し続けるものであるから，憲法 13条に違反し違憲であり国賠法上違法であると主張
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し7こ。
4) 本判決は，さらに，住基法36条の2違反，住基法附則l条違反の主張等を斥ける。
5) 本判決は， I本人確認情報のうち，氏名，出生の年月日，男女の別及び住所 (4情
報)は，個人を特定識別するための情報で，社会生活を営む以上一定範囲の他者に
当然開示することが予定されて」おり， Iその意味では純粋に私的な領域に属する情
報とはいえない面があり，個人の思想，信条など人格的自律に深〈関わる情報など
と比べると，秘匿されるべき必要性は必ずしも高くない」が， I現在の社会情勢の変
化及びそれを踏まえての国民意識の変化等に照らすと，このような情報であって
も，自己が欲しない他者にこれを開示されたり，みだりに利用されたくないと考え
るのは自然なことと考えられ，そのことへの期待は法的に保護されてしかるべきで
あるん「また，変更情報は，転入，転出，氏名の変更等に係る情報であるから，こ
れも，自己が欲しない他者にはこれを開示されたくないと考えるのは自然なことと
考えられるから，他人に知られたくないと感じる個人の私生活上の情報に含まれj，
「さらに，住民票コードも，確かにこれは行政上の便宜のため付された単なる数字の
羅列にすぎないが，特定個人に付されたもので，特定個人と結びついて認識される
(Aという特定個人の住民票コード番号であるという認識がされる)限りにおいて
私生活上の事実ないし情報という面があることを否定し難し他人に知られたくな
いと感じる個人の私生活上の情報に含まれj，Iこれらの情報が一般に周知されてい
るとはいえないことも明らか」という。
6) 本判決は， I住民票コードについてはj，I無作為に作成された 10桁の数字及び1
桁の検査数字から成る 11桁の符号にすぎず，それ自体から直ちに個人の思想，信
条，宗教等個人の人格的自律に直接かかわる事柄を推知させるものでないし，住民
票コードを他の個人情報と結びつけて収集するためには，住基ネットへの不正アク
セス等による個人情報の不正取得や，民間企業においてデータベースが作成されて
おりこれを利用して個人情報を取得すること等の過程を経ることが必要であり，一
般的には，住民票コードを取得することにより直ちに他の個人情報を取得できるも
のでないことからすれば，必ずしも秘匿性が高い情報であると認めることはできな
いj という。変更情報についても， I住民票の記載，消除及び4情報と住民票コード
の一部又は全部の記載の修正を行った場合に，これを行った旨の記載， ~転入~ ~出
生』等原因となるべき事由，その事由が生じた年月日，及び修正前の住民票コード
が記載されるにすぎず，それ自体から，直ちに変更された4情報の内容自体を知
り，あるいは他の個人情報と結びつけて収集することができるものでないことから
すると，秘匿性が高いものとは認められない」という。
121 
(十三) i憲法13条(私生活上の自由・情報をみだりに開示，
公表されない自由)/具体的危険なしjアプ。ローチ
A 概要
これは，憲法 13条は，国民の私生活上の自由の 1っとして，個人に関す
る情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由を公権力の行使に対し
て保障するとするが，問題とされている〔情報〕は，秘匿性の高い情報とはい
えず，正当な行政目的の範囲内で扱われており，セキュリテイに問題がな
く，適切な取扱いを担保するための制度的措置が講じられ，第三者に開示又
は公表される具体的な危険が生じているということもできないとして，訴え
を斥けるアプローチである。国民の私生活上の自由の 1っとして，個人に関
する情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由をいう点は， 44年
判決を想起させる。このアプローチは，プライパシー権にある程度コミット
はするが，プライパシー権へのマイナスのコミットは，より強い。
B 裁判例
(1) H-20.3.6<識別【流通】/(市)差止・国賠〉最 l判平成 20年3月6日(民
集62巻3号665頁，①→H-16.2. 27 (識別【流通】/(市)国賠)大阪地判，②→H-18.11.30 
(識別【流通]/(市)差止・国賠〉大阪高判)は， 44年判決を援用し， r憲法 13条は，
国民の私生活上の自由が公権力の行使に対しでも保護されるべきことを規定
しているものであり，個人の私生活上の自由の 1っとして，何人も，個人に
関する情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由を有する」とする
が，本人確認4情報は，秘匿性の高い情報とはいえないし， r住基ネットに
よる本人確認情報の管理，利用等は，法令等の根拠に基づき，住民サービス
の向上及び行政事務の効率化という正当な行政目的の範囲内で行われJ，セ
キュリテイに問題がなく，適切な取扱いを担保するための制度的措置が講じ
られていること等に照らせば， r住基ネットにシステム技術上又は法制度上
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の不備があり，そのために本人確認情報が法令等の根拠に基づかずに又は正
当な行政目的の範囲を逸脱して第三者に開示又は公表される具体的な危険が
生じているということもできない」という。そして， I行政機関が住基ネッ
トにより住民である被上告人らの本人確認情報を管理，利用等する行為は，
個人に関する情報をみだりに第三者に開示又は公表するものということはで
きず，当該個人がこれに同意していないとしても，憲法 13条により保障さ
れた上記の自由を侵害するものではな」し「住基ネットにより被上告人ら
の本人確認情報が管理，利用等されることによって，自己のプライパシーに
関わる情報の取扱いについて自己決定する権利ないし利益が違法に侵害され
たとする被上告人らの主張にも理由がない」とし，原判決中，上告人敗訴部
分を破棄する。
C このアプローチを支える思想
(1) プライパシー権へのある程度のコミット
(a) <識別【流通】〉
(方憲法 13条は，個人の私生活上の自由の 1っとして，個人に関する
情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由を保障する
H-20. 3. 6 <識別【流通】/(市)差止・国賠〉最1判は， 44年判決を援用し，上
記表題のように述べる。
(2) プライパシー権への強いマイナスのコミット(対抗利益へのコミット他)
(a) <識別【流通】〉
(対住基ネットによる本人確認情報の管理，利用等は，法令等の根拠に
基づき，住民サービスの向上及び行政事務の効率化という正当な行
政目的の範囲内で行われている
H-20. 3. 6 <識別【流通】/(市)差止・国賠〉最1判は，上記表題のようにいう。
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川本人確認情報自体は，個人の私生活や人格，思想，信条，良心等個
人の内心に関する情報となるものではない
H-20.3.6 <識別【流通】/(市)差止・国賠〉最 1判は， r住基ネットによって
管理，利用等される本人確認情報は，氏名，生年月日，性別及び住所から成
る4情報に，住民票コード及び変更情報を加えたものにすぎない。このうち
4情報は，人が社会生活を営む上で一定の範囲の他者には当然開示されるこ
とが予定されている個人識別情報であり，変更情報も，転入，転出等の異動
事由，異動年月日及び異動前の本人確認情報にとどまるもので，これらはい
ずれも，個人の内面に関わるような秘匿性の高い情報とはいえない。これら
の情報は，住基ネットが導入される以前から，住民票の記載事項として，住
民基本台帳を保管する各市町村において管理，利用等されるとともに，法令
に基づき必要に応じて他の行政機関等に提供され，その事務処理に利用され
てきたものである。そして，住民票コードは，住基ネットによる本人確認情
報の管理，利用等を目的として，都道府県知事が無作為に指定した数列の中
から市町村長がーを選んで各人に割り当てたものであるから，上記目的に利
用される限りにおいては，その秘匿性の程度は本人確認情報と異なるもので
はない」という。
(効住基ネットには個人情報保護措置が講じられ，安全で，プライパ
シー権侵害の危険は認められない
H-20. 3. 6 <識別【流通】/(市)差止・国賠〉最 1判は， r住基ネットのシステ
ム上の欠陥等により外部から不当にアクセスされるなどして本人確認情報が
容易に漏えいする具体的な危険はないこと，受領者による本人確認情報の目
的外利用又は本人確認情報に関する秘密の漏えい等は，懲戒処分又は刑罰を
もって禁止されていること，住基法は，都道府県に本人確認情報の保護に関
する審議会を，指定情報処理機関に本人確認情報保護委員会を設置すること
として，本人確認情報の適切な取扱いを担保するための制度的措置を講じて
いるJという 1)。
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(3) 司法哲学
H-20. 3. 6 <識別【流通】/(市)差止・国賠〉最1判は，積極的な司法観とはい
えない。
D このアプローチをめぐって
(1) <識別【流通】)
H-20.3.6 <識別【流通】/(市)差止・国賠〉最I判は，最高裁として，はじめ
て住基ネットの合憲性を肯定した。本判決について， r個人情報を開示され
ない自由Jといった権利概念をもちだし，その侵害の有無を問うことが，は
たして妥当かJ，rフ。ライパシー権の意義については，アメリカで提唱された
『ひとりで、放っておいてもらう権利』や，いわゆる『宴のあと』事件Jrで示
されたような『私生活をみだりに公開されない権利』といった消極的な定義
づけでは，現代におけるプライパシー侵害に対処していくうえで不十分だと
して， これをより積極的に「自己に関する情報をコントローノレする権利j と
して構成する立場が広〈支持されるようになっており，こうした『情報コン
トローノレ権』という権利概念が，本件原審においても採用されていたことか
らすると，最高裁Jrの理解は，消極的にすぎる感が否めないJ2)という批
判，本判決が，本人確認情報は，個人の内面に関わるような秘匿性の高い情
報ではないとした点について， rそのような情報であっても，人によっては
秘匠性の高い事柄である場合もあろう。このことは，個人情報の性質によっ
てプライパシー権の保障の程度を決める見解があるので，留意すべきであ
るJ3)という批判，本判決は，本人確認情報が第三者に開示・公表される具
体的危険はないとしたが， r自己情報コントローノレ権にとっては，本人確認
情報の濫用による実害がなければ侵害がないとはいえず，同意なしに本人確
認情報を提供し，利用していること自体が自己情報コントローノレ権への『侵
害』となるとみるべきであろう」という批判4)の他， r住基ネットによって
本人確認情報が『みだりに第三者に開示又は公表』されることはないとして
も，意図せざる情報漏洩と不正利用のリスクはゼロにはならない。住基ネッ
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トを稼働している以上，たとえば，システムに生じうる不慮の事故，運用に
携わる公務員の故意の不正，外部からの悪意ある侵入といったリスクは常に
残る(残存リスク)。最高裁もこれらのリスクを否定していない。ただ，現
時点、ではそれを『具体的な危険』と見なすことはできないと判断しただけで
ある。住基ネットの利用範囲が拡大し，情報インフラとして整備されていけ
ばいくほど，当該リスクの方も大きくなる。いずれリスクが顕在化する日も
来るだろう。その場合でも依然として住基ネットは合憲と判断されたわけで
はない。本判決は，憲法 13条の権利の範囲を狭〈絞り，限定された視角か
ら住基ネットの合憲性を判断したにすぎない。それゆえ，本判決によって住
基ネットの合憲性をめぐる議論が決着したと解するのは，早計であるJ5)と
いうコメント6)カ2ある。
注
1) 本判決は，原審の判示一一行政機関が行政個人d情報保護法の規定に基づき利用目
的以外の目的のために保有個人情報を利用し又は提供する場合には，本人確認情報
の目的外利用を制限する住基法30条の 34に違反することにならないので，同法に
よる目的外利用の制限は実効性がないーーについて， I行政個人情報保護法は，行政
機関における個人情報一般についてその取扱いに関する基本的事項を定めるもので
あるのに対し，住基法30条の 34等の本人確認情報の保護規定は，個人情報のうち
住基ネットにより管理，利用等される本人確認情報につきその保護措置を講ずるた
めに特に設けられた規定であるから，本人確認情報については，住基法中の保護規
定が行政個人情報保護法の規定に優先して適用されると解すべきであって，住基法
による目的外利用の禁止に実効性がないとの原審の判断は，その前提を誤る」と批
判する。また，住基ネットにより，個々の住民の多くのプライパシー情報が住民票
コードを付されてデータマッチングされ，本人の予期しないときに予期しない範囲
で行政機関に保有され，利用される具体的な危険が生じているとした原審の判示に
ついては， Iシステム上，住墓カード内に記録された住民票コード等の本人確認情報
が行政サービスを提供した行政機関のコンピュータに残る仕組みになっているとい
うような事情はうかがわれないJ，Iデータマッチングは本人確認情報の目的外利用
に当たり，それ自体が懲戒処分の対象となるほか，データマッチングを行う目的で
個人の秘密に属する事項が記録された文書等を収集する行為は刑罰の対象となり，
さらに，秘密に属する個人情報を保有する行政機関の職員等が，正当な理由なくこ
れを他の行政機関等に提供してデータマッチングを可能にするような行為も刑罰を
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もって禁止されていること，現行法上，本人確認情報の提供が認められている行政
事務において取り扱われる個人情報を一元的に管理することができる機関又は主体
は存在しないことなどにも照らせば，住基ネットの運用によって原審がいうような
具体的な危険が生じているということはできないj と批判する。
2) 門田孝・速報判例解説 vo1.3， 28-29頁 (2008)。他方， ["原審判決が憲法 13条を
根拠にして認めた『プライパシー権』ないし『自己情報コントロール権』につい
て，本判決は直接には肯定していない。最高裁はJ，["個人情報の取得等をめぐる私
人間の紛争では『プライパシー』に言及しながら，対公権力の事案においては直接
の言及を避けているん「本判決もこのような判例の流れの中にあるものと一応は考
えられる。この点，更に進んで本判決が『プライパシー権』ないし『自己情報コン
トローノレ権』を憲法 13条の保障範囲から外したものと解すべきか問題になるJ，["本
判決はひとまず，本件事案の解決に必要な限りで，このような『自己情報コント
ロール権』の自由権的側面のみを保障範囲としたものと解される。『自己のプライパ
シーに関わる情報の取扱いについて自己決定する権利ないし利益が違法に侵害され
たとする Xらの主張にも理由がない』という判示部分J["も， r自己情報コントロー
ル権』の存立可能性を積極的に否定したものと解すべきではないJ(山崎友也・ジュ
リ1376号 12頁〔平成20年度重要判例解説J(2009) というコメントがある。
3) 榎透・法セミ 647号 123頁 (2008)。
4) 右崎正博・法時79巻 12号90頁 (2007)。
5) 松本和彦・判例セレクト法教別冊342号4頁 (2009)。
6) その他， ["今，多くの国民は，行政権力による国民の管理統制の強化の傾向を危倶
している。その行き着〈先は『国民総背番号制』であり，住基ネットはそのインフ
ラ作りであるとして，その差し止めを求めた。これに対し， D・ 6~ 判決は，例え
ば，本人確認情報について，住基ネット導入以前から住民票記載事項として管理利
用されてきたことを強調する。そこに情報の検索機能を有する住民票コードが付さ
れ， しかもコンピュータによって全国ネットワーク化されたという質的な転換につ
いての考察がまったくない。住民票コードについて，無作為に選んで割り当てられ
たもので，秘匿性は認められないという。住民票コードのマスターキーとしての機
能が無視されている。漏えいやデータマッチングの危険という指摘については，そ
れらの禁止規定の春在をもってその危険性を否定しているに過ぎない。多くの漏え
いの事実は無視されている。住民票コードをマスターキーとしたデータマッチング
の危険という指摘に対しては，個人情報を一元的に管理することができる機関又は
主体は存在しないとして主張を斥けている。しかし，すでに導入され運用されてい
るAPISでは，海外から日本に入国する乗客・乗員の情報が，法務省，警察庁，財
務省に統一的に集約され保管，管理されるシステムが完成しているし，現在各省庁
において進められている情報システムの最適化計画によって，各省庁をまたがった
127 
データのマッチングが可能にされようとしているが，これらは，まったく無視され
ている。このように，W3・6.1判決の判断は，ことごとし問題の実質に踏み込まな
い，形式主義的思考に終始している。その結果として， D・6.1判決は，まさに政府
が進めている国民の情報の一元管理という施策を後押ししているという役割を果た
しているJという批判がある。渡辺千古・法と民主主義433号 25頁 (2008)。
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